
令和３年度一般会計予算について

１ 基本方針

令和３年度は、市の最上位計画である第五次和光市総合振興計画の初年度となるが、新

型コロナウイルス感染症の影響を受けて市税収入が大きく減少するなど、大変厳しい財政

状況にある。予算編成に当たっては、「選択と集中」の考え方のもと、限りある経営資源を

必要性・重要性の高い施策に配分するとともに、事業に合わせた基金の活用や市債の発行

などにより、所要の財源を確保した。

主な内容について、公共施設マネジメント分野では、広沢複合施設整備事業において、

４月に南エリアで新保健センター、児童発達支援センター及び認定こども園の３施設がオ

ープンし、１２月には、北エリアで新たな児童センター、市民プール及び民間施設などの

全面オープンを予定している。また、朝霞和光資源循環組合ごみ処理負担金や、新たに白

子三丁目に整備するコミュニティ施設の駐車場整備費用などを計上した。

次に、福祉分野では、介護施設等地域密着型サ－ビス拠点整備や、しらこ保育園の民設

化に向けた準備を進めるとともに、市内全保育施設の保育の質を担保するため、みなみ保

育園内に保育センタ－を開設する。

次に、まちづくりの分野では、引き続き、交通と賑わいの中核である和光市駅周辺の整

備と、新たな産業拠点を創出する和光北インター東部地区のまちづくりを推進するととも

に、この２つの地域をつなぐ自動運転サービスの社会実装を核とした和光版ＭａａＳ事業

について地域公共交通会議と連携し推進する。

次に、教育分野では、ＧＩＧＡスクール構想により整備した一人一台のタブレット端末

等を利用し、コンピュータ教育の推進を図る。また、わこうっこクラブについて指定管理

者制度を導入し、学童クラブとの一体的運営を行うことで、より良好な放課後の居場所づ

くりの充実を図る。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ２８２億２，７００万円

（対前年度比 ３億６，０００万円、１．３％の増）
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(1) 市税の状況

市税合計額 １４７億２，５０５万４千円

（対前年度比 ４億６６９万６千円減少、２．７％の減）

【主要税目の状況】

・個人市民税 ５億４，６８５万円減少(対前年度比 ８．１％の減)

・法人市民税 ９，２４４万円減少(対前年度比 ２０．７％の減)

・固定資産税 ２，３３７万円増加(対前年度比 ０．４％の増)

※ 固定資産税は、国有資産等所在市町村交付金を含まない純固定資産税の比較

(2) 市債の状況

市債合計 １１億７，０７０万円

（対前年度比 △５億８，０１０万円、３３．１％の減）

・広沢複合施設整備事業債 ８億２，０２０万円

・庁舎照明器具改修事業債 ５，９４０万円

・庁舎電話交換機設備改修事業債 １，７３０万円

・市民文化センター音響設備更新事業債 １，１９０万円

・コミュニティ施設駐車場用地取得事業債 ３，７５０万円

・福祉の里昇降機改修事業債 １，６１０万円

・しらこ保育園外壁改修事業債 ７，７００万円

・焼却施設改修事業債 ３，２００万円

・市道舗装補修事業債 ２，８３０万円

・芝宮橋整備事業債 ４，５３０万円

・牛房八雲台特別緑地保全地区土砂崩落防止対策事業債 ９００万円

・防災倉庫整備事業債 ６６０万円

・消防ポンプ車更新事業債 １，０１０万円

令和３年度末における一般会計地方債現在高の見込額

１６３億９，０８１万４千円(令和２年度から７億１，９４８万５千円の減)
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(3) 基金の積立及び取崩状況

基金繰入金の合計 １７億３，０８７万１千円

（対前年度比 ９億１，１３２万６千円、１１１．２％の増）

(4) 地方消費税交付金のうち消費税率引き上げ分の社会保障施策への対応

地方消費税交付金 １４億４，４００万円

うち消費税率引き上げ分 ７億７，０００万円

社会保障施策に要する経費 １０９億２，６４２万円

【社会保障施策への対応】

・障害者福祉費 １億４，２５２万円

・老人福祉措置費 １，５４０万円

・保育園費 ４億１，７３４万円

・学童クラブ費 ２，６９５万円

・生活保護費 １億４，３２２万円

・予防費 ２，４６４万円

（単位：千円）

積　立　額 取　崩　額

財 政 調 整 基 金

(目標値：標準財政規模の10％)

学 校 教 育 施 設 整 備 基 金

(学校教育施設の整備に充てる基金)

公 共 用 地 取 得 事 業 基 金

(公共用地取得事業に充てる基金)

公 共 施 設 整 備 基 金

(学校教育施設以外の公共施設整備に充てる基金)

都 市 基 盤 整 備 基 金

(都市基盤整備事業に充てる基金)

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

(森林整備及びその促進費用に充てる基金)

ま ち づ く り 基 金 36,602 7 18,434 18,175

合 計 2,434,052 56,666 1,730,871 759,847

9,652 6,601 0 16,253

基　　　金　　　名
令和 2年 度末
現在高見込額

令和 3年 度末
現在高見込額

1,935,807 21 1,612,437 323,391

105,718 15 0 105,733

123,624 50,013 0

令 和 3 年 度

173,637

84,421 6 0 84,427

138,228 3 100,000 38,231
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(5) 都市計画税の使途予定について

（単位：千円）

財 源 内 訳

事 業 名 事 業 費 一 般 財 源

都市計画税 そ の 他

街 路 整 備 0 0 0 0

特 定 財 源

公 園 整 備 0 0 0 0

下水道整備 344,730 0 310,804 33,926

焼却場整備 0 0 0 0

都市計画事業　計 344,730 0 310,804 33,926

区 画 整 理 事 業 508,533 0 458,487 50,046

145,790

地 方 債 償 還 628,157 0 566,339 61,818

合 計 1,481,420 0 1,335,630

※都市計画税は、各事業費から特定財源を控除した一般財源の比率に応じて按分し、
　充当しています。
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（単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減額
増減率
(％)

1 14,725,054 15,131,750 △ 406,696 △ 2.7

2 104,600 116,600 △ 12,000 △ 10.3

3 7,000 6,000 1,000 16.7

4 54,000 43,000 11,000 25.6

5 55,000 25,000 30,000 120.0

6 21,000 38,000 △ 17,000 △ 44.7

7 1,444,000 1,472,000 △ 28,000 △ 1.9

8 1,000 1,300 △ 300 △ 23.1

9 9,300 17,000 △ 7,700 △ 45.3

10 8,450 450 8,000 1,777.8

11 77,002 72,000 5,002 6.9

12 10,000 10,000 0 0.0

13 7,000 7,000 0 0.0

14 285,357 409,273 △ 123,916 △ 30.3

15 297,867 305,521 △ 7,654 △ 2.5

16 5,222,961 4,875,156 347,805 7.1

17 2,258,199 1,999,241 258,958 13.0

18 18,092 11,269 6,823 60.5

19 2 2 0 0.0

20 1,730,874 819,546 911,328 111.2

21 450,000 500,000 △ 50,000 △ 10.0

22 269,542 256,092 13,450 5.3

23 1,170,700 1,750,800 △ 580,100 △ 33.1

28,227,000 27,867,000 360,000 1.3

諸収入

市債

歳　入　合　計

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金等

地方特例交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

令和３年度一般会計歳入予算概要

歳　入　科　目

市税

地方譲与税

利子割交付金
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（単位：千円）

本年度
予算額

前年度
予算額

増減額
増減率
(％)

1 218,392 219,285 △ 893 △ 0.4

2 4,584,177 4,106,581 477,596 11.6

3 13,673,598 13,653,698 19,900 0.1

4 1,883,656 1,773,923 109,733 6.2

5 61,792 65,785 △ 3,993 △ 6.1

6 48,506 52,235 △ 3,729 △ 7.1

7 74,535 85,050 △ 10,515 △ 12.4

8 2,114,852 2,689,502 △ 574,650 △ 21.4

9 977,991 948,812 29,179 3.1

10 2,503,778 2,350,202 153,576 6.5

11 1,989,075 1,890,214 98,861 5.2

12 56,648 6,713 49,935 743.9

13 40,000 25,000 15,000 60.0

28,227,000 27,867,000 360,000 1.3

諸支出金

予備費

歳　出　合　計

土木費

消防費

教育費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

公債費

議会費

総務費

民生費

令和３年度一般会計歳出予算概要

歳　出　科　目
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令和３年度国民健康保険特別会計予算について

１ 基本方針

当市では、平成３０年度からの国民健康保険における制度改正を契機に、安定的な運

営を行うための基本的な指針となる「和光市国民健康保険事業計画」を策定し、運営を

行っている。本計画では、国民健康保険における医療費や疾病状況を分析することで、

医療費の伸びの抑制と適正給付のための取組を検討し実効性のある保健事業を示し、さ

らに被保険者の本来あるべき負担を明確化するとともに今後の財政推計を行い、保険税

率を示している。

令和３年度は、第２期事業計画の初年度となり、令和３年度からの３か年の新たな保

険税率を設定し、健康寿命の延伸と安定的な国民健康保険運営の実現を基本理念として

財政運営を図っていく。

国民健康保険特別会計の財政状況においては、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴

う経済的な影響による収入の減少や被保険者数の減少等により国民健康保険税収入の大

幅な減少が見込まれる。また、一般会計からの法定外繰入金を１億円繰り入れるととも

に、財政調整基金から繰入れを行い予算編成しており、財政運営は厳しいものとなって

いる。

令和３年度予算では、国民健康保険事業費納付金に見合う財源を確保するため、次の

視点に考慮した予算の編成を行い、更なる医療費適正化・収納率の向上について効果的

な対策を講じ、国民健康保険財政の健全化を推進する。

保健事業の推進

特定健診の未受診者対策の強化や特定保健指導の終了率の向上、糖尿病性腎症

重症化予防対策事業による人工透析移行の防止、生活習慣病発生及び脳梗塞・心筋

梗塞の入院再発を予防する取組、健康マイレージ、健康サポート訪問事業等の実施

により、被保険者の健康の保持・増進と医療費の適正化を図る。

自主財源の確保

口座振替の利用促進、納税サポートセンターによる初期滞納解消への早期着手

等により、収納率の向上を図る。
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２ 予算規模

歳入歳出総額 ６３億３，１８７万３千円

（対前年度比 ９，４７２万３千円、 １．５％の増）

被保険者数の状況

項 目 説 明

１ 世帯数

２ 被保険者数

令和元年度平均 10,037 世帯

令和２年度平均見込 9,750 世帯

令和３年度平均見込 9,474 世帯

（対前年増減 △2.83％）

令和元年度平均 14,724 人

令和２年度平均見込 14,333 人

令和３年度平均見込 13,927 人

（対前年増減 △2.83％）
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歳入

科 目 予算額（千円） 説 明

１ 国民健康保険税 1,411,186 現年課税分 1,301,985 千円

（対前年増減 △3.65％）

ア 一般分 1,301,982 千円

調定額 1,430,751 千円

収納率 91.0％

イ 退職分 3千円

滞納繰越分 109,201 千円

（対前年増減 △ 2.95％）

ア 一般分 107,452 千円

イ 退職分 1,749 千円

２ 一部負担金 2

３ 使用料及び手数料 2

４ 国庫支出金 1 災害臨時特例補助金

５ 県支出金 4,165,723 保険給付費等交付金

ア 普通交付金 4,092,302 千円

イ 特別交付金 73,421 千円

６ 財産収入 1 預金利子

７ 繰入金 681,246 一般会計繰入金 373,766 千円

ア 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

120,000 千円

イ 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

90,000 千円

ウ 事務費繰入金 41,365 千円

エ 出産育児一時金繰入金 22,400 千円

オ 財政安定化支援事業繰入金 1千円

カ その他繰入金 100,000 千円

基金繰入金 307,480 千円

財政調整基金繰入金

８ 繰越金 40,000

９ 諸収入 33,712

歳入合計 6,331,873
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歳出

科 目 予算額（千円） 説 明

１ 総務費 45,281

２ 保険給付費 4,133,605 一般被保険者分 4,083,588 千円

（対前年増減 0.58％）

参考・主な内容

ア 療養給付費 3,526,896 千円

イ 療養費 48,276 千円

ウ 高額療養費 507,456 千円

⑵ 退職被保険者分 5千円

⑶ 審査支払手数料 9,324 千円

⑷ 出産育児一時金等 33,617 千円

（42 万円×80 件＋手数料）

⑸ 葬祭費 4,250 千円

（5万円×85 件）

⑹ 傷病手当金 2,821 千円

３ 国民健康保険

事業費納付金

2,021,809 一般被保険者分 2,020,201 千円

（対前年増減 3.85％）

退職被保険者分 1,608 千円

４ 共同事業拠出金 1 退職者医療共同事業拠出金

５ 保健事業費 110,821 保健衛生普及活動 15,035 千円

参考・主な内容

ア 糖尿病性腎症重症化予防対策事業

イ 健康マイレージ事業

ウ ジェネリック医薬品差額通知事業

エ 健康サポート訪問事業

特定健康診査・特定保健指導 95,786 千円

参考・主な内容

ア 特定健康診査事業

イ 特定保健指導事業

ウ 特定健診受診勧奨事業

エ 生活習慣病リスク改善対策事業

６ 基金積立金 1 財政調整基金預金利子分

７ 諸支出金 10,355

- 10 -



８ 予備費 10,000

歳出合計 6,331,873
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令和３年度後期高齢者医療特別会計予算について

１ 基本方針

後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方及び６５歳以上７５歳未満で一定の障害がある

方（本人の申請に基づき、保険者の認定を受けた方）を対象とする医療保険制度で、平成

２０年４月から埼玉県後期高齢者医療広域連合が保険者となり、事務及び財政運営の共同

処理、広域にわたる計画の策定、構成市町村の連絡調整が行われている。埼玉県後期高齢

者医療広域連合によると、埼玉県における令和２年度の被保険者数は９４万２千人であり、

被保険者の健康増進と医療費適正化の一層の推進による本制度の持続可能性の確保が求め

られている。

令和３年度和光市後期高齢者医療特別会計予算については、広域連合が推計した市負担

金算定に用いる諸係数及び当市における７５歳以上の被保険者数に基づき予算を編成して

いる。

主な歳入については、保険者である埼玉県後期高齢者医療広域連合が被保険者数から算

出した各構成市町村の保険料賦課見込額に予定収納率を乗じて得た保険料と高齢者の医療

の確保に関する法律第９９条に基づく、低所得者に対する保険料の軽減措置による減収相

当額を補完するための財源を一般会計からの繰り入れにより「保険基盤安定繰入金」とし

て計上している。

一方歳出については、歳入に連動する形で、後期高齢者医療保険料負担金及び保険基盤

安定負担金のほか、被保険者の資格喪失による保険料還付金等を計上している。

算出の基礎となった当市の被保険者数は７，３９５人で、前年度に比べて２６３人増加

しており、また保険料均等割額の軽減特例措置が縮小・廃止されることに伴い、予算額は

１，３３０万２千円、１．７％の増となっている。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ７億８，４４４万５千円

（対前年度比 １，３３０万２千円、１．７％の増）
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歳 入 （単位：千円）

歳 出 （単位：千円）

科 目 予算額 説 明

款１ 後期高齢者医療保険料 683,309

特別徴収保険料 340,243
現年度分普通徴収保険料 340,225
過年度分普通徴収保険料 2,841

項１ 後期高齢者医療保険料 683,309
目１ 後期高齢者医療保険料 683,309

款２ 繰入金 99,484
項１ 一般会計繰入金 99,484

目１ 保険基盤安定繰入金 99,484

款３ 繰越金 1
項１ 繰越金 1

目１ 繰越金 1
款４ 諸収入 1,651

項１ 延滞金、加算金及び過料 400
目１ 延滞金 400

項２ 償還金及び還付加算金 1,250

目１ 保険料還付金

目２ 還付加算金

1,200
50

項３ 預金利子 1
目１ 預金利子 1

歳 入 合 計 784,445

科 目 予算額 説 明

款１ 後期高齢者医療広域連合納付金 783,194
項１ 後期高齢者医療広域連合納付

金

783,194

目１ 後期高齢者医療広域連合

納付金

783,194

款２ 諸支出金 1,251
項１ 償還金及び還付加算金 1,250

目１ 保険料還付金

目２ 還付加算金

1,200
50

項２ 諸支出金 1
目１ 一般会計繰出金 1

歳 出 合 計 784,445
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令和３年度和光市介護保険特別会計予算について

１ 基本方針

第８期介護保険事業計画は、団塊の世代すべてが７５歳以上になる２０２５年、さらに

は団塊ジュニア世代が６５歳以上になる２０４０年を見据え、制度の持続可能性を確保す

るとともに、社会福祉法等の一部改正により、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」

「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、

人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながる地域共生社会の実現に向けた

取り組みの実施を定める計画として位置づけている。

和光市が策定する第８期介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画（長寿あんしんプラン）

では、これまで積極的に取り組んできた地域包括ケアシステムを拡大し、「地域互助力の

強化推進による地域共生社会の実現」を基本目標に掲げている。

計画の初年度となる令和３年度の和光市介護保険特別会計は、事業計画の基本目標を踏

まえ、複合化・複雑化した生活課題解決のためのコミュニティケア会議や統合型地域包括

支援センターによる包括的相談支援体制の強化や、認知症高齢者のすべての状態に対応す

るサービス提供基盤の整備と家族を含む介護者への支援の充実等を見据えた予算編成とし

た。

(1) 令和３年度における新規事業・変更点

ア 認知症地域支援・ケア向上事業

認知症高齢者の意思を尊重し、住み慣れた地域で暮らし続けることができる環境の

構築を目指し、認知症ガイドブックの作成及び認知症地域支援推進員や医療機関等と

連携し、普及啓発活動を行うことで認知症への理解促進を図る。

イ 介護人材確保を見据えた報酬改定

介護職員の定着を目指し、待遇改善につながる取り組みの強化として、これまで５

級地だった地域区分を４級地へと変更する。
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(2) 歳出（令和３年度の事業計画）

令和３年度予算の歳出のうち、保険給付費である居宅サービス費、施設サービス費

及び地域密着型サービス費については、第８期介護保険事業計画において推計した給

付費の伸び率に、介護療養病床の転換に伴う追加的需要を考慮し、必要量を推計した。

また、令和３年度に制度改正が行われる高額介護サ―ビス等給付費及び特定入所者

介護サービス等給付費については、財政影響額を調整の上、計上する。

地域支援事業については、介護予防・日常生活支援総合事業及び包括的支援事業・

任意事業に係る経費を引き続き計上するとともに、新規事業である認知症地域支援・

ケア向上事業の予算を計上する。

(3) 歳入

歳入の構成は、保険給付費に充当される介護保険料、国・県支出金、支払基金交付

金及び基金繰入金、また総務費等に充当される一般会計繰入金で構成されている。

歳入の２７％を占める介護保険料については、第８期基準月額５，４５５円を基礎

とし被保険者数（１５，１９７人、対前年２０９人増）の１．４％増加による保険料

収入の増加を見込んだ予算計上をしている。

また、歳入の５７．４％を占める国・県・支払基金からの負担金については、歳出

に連動する形で各種サービス給付及び事業に要する費用の見込額に、それぞれの負担

割合を乗じて計上している。

このほか、保険給付費、各種事業費及び事務費等に充当するため、歳入予算の１５．

６％にあたる一般会計及び介護給付費準備基金からの繰入金を計上し、予算全体を調

製した。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ４０億１,９７８万円

（対前年度比 ３億３，７４７万９千円、９．２％の増）
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一般状況

科 目 予 算 額 説 明

１ 第一号被保険者数

２ 高齢化率

３ 保険料基準額

年間平均 １５，１９７人

（対前年比 ２０９人 １．４％の増）

前期高齢者数（６５～７４歳）

７，７８７人

（対前年比 △４５人 ０．６％の減）

後期高齢者数（７５歳以上）

７，４１０人

（対前年比 ２５４人 ３．５％の増）

１７．９％

（前年と同率）

５，４５５円

（対前年比 ８５７円 １８．６％の増）
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歳 入 （単位：千円）

科 目 予 算 額 説 明

１ 介護保険料

２ 国庫支出金

３ 支払基金交付金

４ 県支出金

６ 繰入金

その他

１，０８６，１８１

７９１，４２１

９９３，４０６

５２３，４７７

６２５，０２４

２７１

現年度分特別徴収保険料 ９７１，０２３

現年度分普通徴収保険料 １１１，６１３

滞納繰越分普通徴収保険料 ３，５４５

介護給付費負担金 ６６３，４９０

調整交付金 ５１，８７７

地域支援事業交付金 ７６，０５２

保険者機能強化推進交付金 １

介護保険保険者努力支援交付金 １

介護給付費交付金 ９５０，６０８

地域支援事業支援交付金 ４２，７９８

介護給付費負担金 ４８０，７５９

地域支援事業交付金 ４１，９８９

介護保険事業費補助金 ７２７

財政安定化基金支出金 ２

介護給付費繰入金 ４４０，０９３

事務費繰入金等 ５７，４４７

低所得者軽減負担金繰入金 ４７，５１７

その他一般会計繰入金 １６，６２２

社福軽減事業費繰入金 ２４３

地域支援事業繰入金 ５８，０５８

介護給付費準備基金繰入金 ５，０４４

その他 ２７１
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歳 出 （単位：千円）

科 目 予 算 額 説 明

１ 総務費

２ 保険給付費

介護等サービス諸費

介護予防サービス等諸

費

その他諸費

高額介護等サービス諸

費

特定入所者介護サービ

ス等費

３ 財政安定化基金拠出

金

５７，４４７

３，５２０，７７３

３，２６０，９８０

７２，８５４

２，４５８

１２１，８２７

６２，６５４

２

一般管理費 １７，１０５

連合会負担金 １１

賦課徴収費 ３，８４３

介護認定審査会費 １４，９６７

認定調査業務 ２０，５１１

運営協議会費 ３６６

趣旨普及費 ６４４

居宅サービス系の実給付費

２，５１０，３７４

施設サービス系の実給付費

７５０，６０６

介護予防サービス費他 ７２，８５４

審査支払手数料 ２，４５７

その他 １

高額介護等サービス費 １２１，７２７

高額介護予防サービス費 １００

特定入所者介護サービス費他 ６２，６５４

科目設定 ２
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科 目 予 算 額 説 明

４ 市町村特別給付費

５ 地域支援事業費

６ 利用者負担額軽減

制度事業費

７ 保健福祉事業費

その他

６６，４８９

３５７，１８２

９７０

１５，１１２

１，８０５

紙おむつ等サービス費 ３８，５５９

地域送迎サービス費 １７，１６９

食の自立・栄養改善サービス費 １０，７６１

介護予防・日常生活支援総合事業費

１５８，５１０

包括的支援事業・任意事業費

１９８，６７２

利用者負担額軽減制度事業費 ９７０

介護予防スクリーニング事業 ５，１８１

健康増進・介護者リフレッシュ ４，２７８

地域介護予防 ２８０

介護予防強化サービス事業 ５，３７３

その他 １，８０５
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令和３年度和光都市計画事業

和光市駅北口土地区画整理事業特別会計予算について

１ 基本方針

和光市駅北口土地区画整理事業は、道路、公園等の公共施設の整備改善及び宅地の利用

の増進を図ることを目的とし、駅南口と併せた中心市街地として、計画的な市街地形成、

交通の円滑化、安全で快適な居住空間の確保など、災害に強い住み良いまちづくりを目指

す都市基盤整備事業である。

令和３年度の予算編成は、前年度に引続き街路築造及び宅地造成等工事を実施するため

工事請負費、建物移転に伴う移転補償費及び損失補償費等を計上している。

また、計画的な事業推進を目指し次年度施工予定箇所の建物移転等補償調査業務及び工

事実施設計業務等の委託料を含め予算編成をした。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ９億３，３３６万２千円

（対前年度比 △６，２３０万１千円 ６．３％の減）
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　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額 対前年度比％

１ 事 業 収 入 84,120 0 84,120 100.0

２ 国 庫 支 出 金 89,500 125,500 △ 36,000 △ 28.7

３ 県 支 出 金 44,750 0 44,750 100.0

４ 繰 入 金 375,190 455,361 △ 80,171 △ 17.6

５ 繰 越 金 1 1 0 0.0

６ 諸 収 入 1 1 0 0.0

７ 市 債 339,800 414,800 △ 75,000 △ 18.1

933,362 995,663 △ 62,301 △ 6.3

　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額 対前年度比％

１ 区 画 整 理 総 務 費 84,771 89,010 △ 4,239 △ 4.8

２ 区 画 整 理 事 業 費 848,091 906,153 △ 58,062 △ 6.4

３ 予 備 費 500 500 0 0.0

933,362 995,663 △ 62,301 △ 6.3歳　　　出　　　合　　　計

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

款

歳　　　入　　　合　　　計

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

款
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令和３年度水道事業会計の主な予算内容

１ 収益的収入及び支出

事業収益 １，５２８，８４３千円

事業費 １,３７０,３７４千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

１，３３３，４１１

１９５,３３２

１００

総給水量 ９,３７１,０００

総有収水量 ９,０７１,０００

有収率 ９６．８％

・給水収益 １,１３３,４８６千円

・受託工事収益 ５,６４２千円

・配水管工事負担金 ２８,０２８千円

・加入金 １０７,７７８千円

・下水道使用料徴収事務受託料 ５１,３３７千円

・長期前受金戻入 １６８,７７２千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 費 用

営業外費用

特 別 損 失

予 備 費

１,３６０,８２７

３,９４７

６００

５,０００

・県水受水費 ４５８,８８７千円

・動力費 ５５,８９０千円

・浄水場運転管理等委託料 ７０,３９６千円

・量水器満期交換委託料 １６,１３７千円

・水道料金等徴収等委託料 ９８,１１６千円

・貸倒引当金繰入額 １,０３０千円

・減価償却費 ３８７,０６８千円

・固定資産除却費 ９,８７５千円

・企業債利息 ３,９４５千円

- 22 -



２ 資本的収入及び支出

資本的収入 ２３,０４１千円

資本的支出 ８２７,４９１千円

※ 主要な建設改良事業

南浄水場自家用発電機更新事業（２か年継続事業） ４０６,７２５千円

１０号取水井戸更新事業（３か年継続事業） １１３,５２０千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

負 担 金

補 償 金

７,５４２

１５,４９９

・一般会計負担金 ７,５４２千円

・１０号取水井戸移転補償金 １５,４９９千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

建設改良費

企業債償還金

予 備 費

７８１,１７９

４１,３１２

５,０００

・給配水管布設費 ２２３,４１０千円

・浄水場施設改良費 ５３０,１４５千円

・企業債償還金 ４１,３１２千円

- 23 -



令和３年度下水道事業会計の主な予算内容

１ 収益的収入及び支出

事業収益 １,１９１,５０２千円

事業費 １,０７８,８２８千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

９７０，４２３

２２１,０６４

１５

有収水量 ８,８４６,０００㎥

・下水道使用料 ６７９,９７９千円

・他会計負担金 ２９０,０７２千円

・指定工事店等手数料等 ３７２千円

・預金利息 ４千円

・他会計補助金 ４１,０９７千円

・長期前受金戻入 １７５,９０９千円

・下水道施設占用料等 ４,０５４千円

・過年度損益修正益 １５千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 費 用

営業外費用

特 別 損 失

予 備 費

１，０１０,７９６

６２,７３２

３００

５,０００

・施設維持関係委託(雨水) ２３,００１千円

(汚水) ４２,６１１千円

・施設維持等修繕 （雨水） ７，５１３千円

（汚水） ３２,８３５千円

・下水道使用料算定及び徴収事務委託

５１,３３７千円

・荒川右岸流域下水道事業維持管理負担金等

２９４,７２５千円

・貸倒引当金繰入額 ６７４千円

・減価償却費 ４９１,３８５千円

・下水道事業債利子償還金 ４７,９９０千円

・消費税及び地方消費税 １３,７４１千円

・過年度損益修正損 ３００千円
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２ 資本的収入及び支出

資本的収入 ４５１,１６２千円

資本的支出 ８５３，８６７千円

※ 主要な建設改良事業

谷中川第４号雨水幹線整備工事(２か年継続事業) ２９７,４５８千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

企 業 債

他会計補助金

負 担 金

貸付金償還金

４０９,６００

１３,５６１

２７,８８１

１２０

・建設改良費等企業債 ４０９,６００千円

・他会計補助金 １３,５６１千円

・工事負担金 ２７,８８１千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

建設改良費

企業債償還金

貸 付 金

予 備 費

４８０，９９７

３６７，５７０

３００

５,０００

・委託料 (雨水) １４,３００千円

(汚水) ９，９００千円

・工事請負費(雨水) ３１４,４９７千円

(汚水) ６０,８６３千円

・荒川右岸流域下水道事業建設負担金

３８,７００千円

・下水道事業債元金償還金 ３６７,５７０千円

・水洗便所改造資金貸付金 ３００千円
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